
大木町まちづくり団体活動助成金交付要綱 

 

令和５年５月 31日 

告示第 68号 

（目的等） 

第１条 この要綱は、活動の拠点が大木町内にあり、かつ、その活動内容がま

ちづくりに寄与する団体に対し、大木町まちづくり団体活動助成金（以下「助

成金」という。）を交付することにより地域の活性化を図ることを目的とし、

助成金の交付については、この要綱に定めるもののほか、大木町補助金等交

付規則（平成 17年大木町規則第６号）に定めるところによる。 

（対象者等） 

第２条 助成金の交付対象となる団体、活動、経費及び交付金の額は、別表の

とおりとする。ただし、町長が特に必要と認める場合は、この限りでない。 

（交付申請） 

第３条 助成金の交付を受けようとする団体（以下「申請団体」という。）は、

大木町まちづくり団体活動助成金交付申請書（様式第１号）に必要書類を添

えて、これらを町長に申請しなければならない。 

（交付決定等） 

第４条 町長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請の内容を審

査し、適当であると認めるときは、助成金の交付の決定を行い、大木町まち

づくり団体活動助成金交付決定通知書（様式第２号。次条において「通知書」

という。）を申請団体に送付することにより通知するものとする。 

（実績報告） 

第５条 前条の規定により通知書を交付された申請団体（以下「交付決定団体」

という。）は、事業が終了したときは、事業終了の日から起算して 30日を経

過した日又は３月 20日のいずれか早い時期までに、大木町まちづくり団体活

動助成金実績報告書（様式第３号。次条において「報告書」という。）に、必

要書類を添えて、これらを町長に提出しなければならない。 

（額の確定等） 

第６条 町長は、前条の規定による報告書の提出があったときは、その内容を



審査し、適当であると認めるときは、予算の範囲内で助成金の額を確定し、

大木町まちづくり団体活動助成金交付額確定通知書（様式第４号）を当該交

付決定団体に交付することにより通知するものとする。 

（助成金の請求） 

第７条 交付決定団体は、助成金の交付を請求しようとするときは、大木町ま

ちづくり団体活動助成金請求書（様式第５号。次条において「請求書」とい

う。）を町長に提出しなければならない。 

（助成金の交付） 

第８条 町長は、前条の規定による請求書の提出があったときは、交付決定団

体に助成金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第９条 町長は、交付決定団体が次の各号のいずれかに該当すると認めるとき

は、助成金の交付決定を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により助成金の交付決定を受けたとき。 

(2) 助成金の交付決定の内容又は交付の条件に違反したとき。 

２ 町長は、前項の規定により助成金の交付決定を取り消したときは、速やか

に、大木町まちづくり団体活動助成金交付決定取消通知書（様式第６号）を

当該交付決定団体に送付するものとする。 

（助成金の返還） 

第 10条 交付決定団体は、前条第１項の規定により助成金の交付決定を取り消

された場合において、既に助成金の交付を受けているときは、当該助成金の

全部又は一部を町長に返還しなければならない。 

（雑則） 

第 11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

  



 

別表（第２条関係） 

交付対象団体 団体の構成員が本町に住所を有する者又は本町に所在

する事業所等に勤務する 18歳以上の者であり、かつ３人

以上で構成された団体 

交付対象活動 (1) まちづくりに関する活動が地域の福祉、文化又は

生活環境等の向上に貢献する啓発及び学習活動 

(2) まちづくりに関する調査及び研究に関する活動 

交付対象経費 対象活動を実施するために必要な経費（講師謝金、会場

借上料、調査費、資料代、通信運搬費、印刷費、消耗品費） 

交付金の額 予算の範囲において、１団体あたり毎年度１回とし、事

業費の９／10 以内で 100,000 円を限度とする。この場合

において、千円未満の金額は切り捨てる。 


